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＜はじめに＞ 

 申請にあたっては、「本手引き」、「福岡市金融機関と連携したカーボンニュートラ
ル経営促進事業補助金交付要綱」（以下「要綱」という。）及び「様式」の記載例をよ
くご確認ください。 
 なお、申請の手引きに記載している事項や申請手続きに関する具体的な運用につい
ては、事業開始後であっても変更する場合があります。 
 変更がある場合は、市ホームページへ掲載を行いますので、定期的にご確認いただ
きますようお願いいたします。 
 
 

１ 申請受付期間  

  令和７年５月７日（水）～ 令和８年１月 30 日（金） 

 

 ※上記期限内に、不備・不足が無い状態で申請書等の提出（郵送の場合は必着）   

が必要です。 

 

 

２ 問い合わせ窓口・申請書提出先 

福岡市 環境局 脱炭素社会推進部 脱炭素事業推進課 

〒810-8620 福岡市中央区天神１丁目８番１号 

TEL：092-711-4204  FAX：092-733-5592   

ﾒｰﾙ：cnkeieisokushin@city.fukuoka.lg.jp     

  ＜開設時間＞ 

9 時～12 時、13 時～17 時 30 分 

  （土曜日・日曜日・祝日・年末年始（12 月 29 日～1月 3日）を除く） 
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3 事業内容 

 

金融機関が取り扱う温室効果ガス（二酸化炭素）の排出削減を目標とするイ

ンパクトファイナンス（以下「IF」という。）※１、ポジティブ・インパクト・フ

ァイナンス（以下「PIF」という。）※２、サステナビリティ・リンク・ローン※１

（以下、SLL という。）※３のうち、市が承認し登録した金融商品で融資を受ける

際の手数料の一部を補助します。 

 

※１ 「インパクトファイナンスの基本的考え方」に基づき、外部評価機関により評価

された融資の枠組みを基に商品化された融資商品をいう。 
 

※２ 「ポジティブ・インパクト金融原則」及び「インパクトファイナンスの基本的考

え方」に基づき、外部評価機関により評価された融資の枠組みを基に商品化された

融資商品をいう。 
 

※３ 「サステナビリティ・リンク・ローン原則」及び「グリーンローン及びサステナビリティ・リンク・ロー

ンガイドライン」に基づき、外部評価機関により評価された融資の枠組みを基に商品化され

た融資商品をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業イメージ 
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４ 補助対象ローン（要綱第４条） 

 

市内に本店又は支店等を有する金融機関が取り扱っている IF、PIF、SLL のうち、

市が承認し登録されたものであること。 

ただし、当該金融機関が福岡市競争入札参加停止等措置要領に基づく競争入札参

加停止又は排除に係る措置を受けている場合は、当該期間は登録された商品であっ

ても補助対象としません。 

※補助対象ローンの一覧は、福岡市ホームページに掲載します。 

   https://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/j-suishin/hp/cn_keieisokushin.html 

 

５ 補助対象経費、補助金の交付額、補助回数の制限(要綱第８条、９条、10 条) 

補助対象経費：補助対象ローンの融資を受ける際に生じる融資手数料 

補助額：補助対象経費の２分の１に相当する金額以内（上限 30 万円）   

補助枠：450 万円 

・補助対象経費とする融資手数料には消費税及び地方消費税相当額は除きます。 

・算出した補助額に千円未満の端数が生じた場合は、端数は切り捨てます。 

・補助金の交付申請は、同一事業所につき同一年度に１回限りとします。 

 

６ 補助対象者（要綱第５条、7 条） 

下記のいずれにも該当する者 

(1) 市内に事業所を有する民間事業者、個人事業主 
(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（一般競争入札

の参加者の資格）の規定に該当するものでないこと。 

(3) 要綱第 12 条に係る交付対象申請書提出時に、福岡市競争入札参加停止等措

置要領に基づく競争入札参加停止又は排除に係る措置を受けていないこと。 

(4) 補助金の交付対象申請の審査時に福岡市税に係る徴収金（福岡市税及び延

滞金等）に滞納がないこと。 

※ これらのほか、申請者が（役員も含む）暴力団員でないこと、また、暴力団

員又は暴力団と密接な関係を有する者ではないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.city.fukuoka.lg.jp/kankyo/j-suishin/hp/cn_keieisokushin.html
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７ 補助金の交付要件（要綱第６条） 

下記の全ての要件を満たす必要があります。 

(1)補助対象ローン契約時の KPI※１又は SPTs※２を、事業所での温室効果ガス（二

酸化炭素）排出量の削減を目標で設定していること。 

ただし、KPI 又は SPTs の達成度評価の対象となる事業所の設定において、市

内と市外の事業所を含めた複数の事業所を対象としている場合においては、

次のいずれかのとおりとする。 

ア 申請者の住所が市内の場合は、対象事業所に１カ所でも市内の事業所があ

ること 

イ 申請者の住所が市外の場合は、対象事業所の半数以上が市内の事業所であ

ること 

ウ 申請者の住所が市外の場合で、かつ、対象事業所の半数以上が市内の事業

所でない場合は、融資を受けた資金を市内の事業所の KPI 又は SPTs 達成

のために使用すること 

(2) 補助金を受領した後、申請者の脱炭素に係る取組みを市ホームページ等に

て公表することに同意すること 

(3) 申請する補助対象ローンで融資を受ける際の融資手数料について、国等の

他機関から補助金の交付を受けていないこと。 

 

※１ 融資を受ける際に借り手が設定する重要業績評価指標で、本要綱においては、
温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の削減をいう。 

※２ KPI と整合した取り組み（温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の削減）の具体
的な数値目標をいう。 
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８ 申請手続きの流れ 

①・④・⑦が申請者の手続きです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内容確認、審査  

（不備・不足等あれば申請内容の是正又は補正等を指示） 

・市税納付状況に係る照会、暴力団排除照会 

・審査結果を申請者に通知。 

（「交付対象決定通知書」又は「非対象決定通知書」） 

・補助金交付申請書（様式第８号）及び添付書類を提出。 

＜提出期限＞ 

補助対象ローンの融資手数料を支払った日から起算して６０日 

（土日祝日の場合は、前営業日） 

又は令和８年２月２７日（金）のいずれか早い日まで 

・「交付決定通知書」に同封されている請求書に 

必要事項を記入の上、提出。 

＜提出期限＞ 

令和８年３月１３日（金）まで 

・審査結果を申請者に通知。 

（「交付決定通知書」又は「不交付決定通知書」） 

・内容確認、審査  

（不備・不足等あれば申請内容の是正又は補正等を指示） 

・補助金交付対象申請書（様式第１号）及び添付書類を提出。 

＜提出期限＞ 融資手数料を支払う日の前日まで 

＜申請受付期間＞ 

令和７年５月７日（水）から令和８年１月３０日（金）まで 

30
日
程
度 

60 日以内 

①補助金交付 
対象申請 

②審査 

③結果通知 

④補助金 
交付申請 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑦補助金請求 

⑧補助金交付 

融資手数料

の支払い 

（融資実行） 

・「補助金交付対象申請」後に融資手数料を支払う。 

※審査の期間を考慮し、融資申込を検討されたら早めに 

補助金交付対象申請を行ってください。 

30
日
程
度 

２
週
間
程
度 
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① 補助金交付対象申請（要綱第 11 条、１２条、別表１）  

融資手数料を金融機関へ支払う日の前日までに、不備・不足がない状態

で「補助金交付対象申請書（様式第１号）」に、要綱別表１に定める書類を添えて、

電子メール（cnkeieisokushin@city.fukuoka.lg.jp）又は郵送（郵送の場合は必着）

にて提出してください。メール申請時は件名を『【対象】CN 経営促進事業補助金』

としてください。 

 
 （別表１）補助金交付対象申請書（様式第１号）に添付する書類 

※４～７は補助金交付対象申請時にすでに融資契約が完了している場合のみ提出が必要。 

番号 添付書類 

１ 発行日から３か月以内の申請者の履歴事項全部証明書または現在事項全部証明書 

個人事業主の場合は、そのことがわかる書類 

※写しでも可 

２ 発行日から３か月以内の申請者の福岡市税の滞納がないことの証明書の写し 

※「福岡市税の滞納の有無に関する調査」に同意する場合は不要 

３ 役員名簿（様式第 14 号） 

４ 補助対象ローンに係る融資契約書（特約書も含む）の写し 

(宛名《申請者名》、金額《補助対象ローンの融資手数料を明確にすること》、契

約日、契約者名が記載されているもの) 

５ KPI 又は SPTs がわかる資料 

※融資契約書等で内容が確認できる場合はその写しで可 

６ KPI 又は SPTs 達成度評価の対象となる事業所がわかる資料 

※融資契約書等で内容が確認できる場合はその写しで可 

※申請者の住所が市外の場合で、かつ、対象事業所の半数以上が市内の事業所でない

場合は、融資を受けた資金を市内の事業所の KPI 又は SPTs 達成のために使用すること

がわかるものを添付すること。 

７ 【６がない場合】 

対象事業所一覧表（様式第 15 号） 

８ その他、市長が特に必要と認める書類 

※提出を求めた場合のみ 

 

 

 

 

 

② 審査 ③ 結果通知（要綱第 13 条）  

申請受付期間終了後に、概ね 30 日以内に審査結果を「補助金交付対象決定通知書

（様式第２号）」又は「補助金交付非対象決定通知書（様式第３号）」にて通知します。 

 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 
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④ 補助金交付申請（要綱第 18 条、別表２）  

補助対象ローンの融資手数料を支払った日から起算して 60 日（土日祝

日の場合は、前営業日）又は令和８年２月 27 日（金）のいずれか早い日までに、不

備・不足がない状態で「補助金交付申請書（様式第８号）」に要綱別表２に定める書

類を添えて、電子メール（cnkeieisokushin@city.fukuoka.lg.jp）又は郵送（郵送の

場合は必着）にて提出してください。メール申請時は件名を『【交付】CN 経営促進

事業補助金』としてください。 

 

（別表２）補助金交付申請書（様式第８号）に添付する書類       

※２～５は補助金交付対象申請時に提出している場合は提出不要。 

番号 添付書類 

１ 補助対象経費（融資手数料）にかかる領収書の写し 

２ 補助対象ローンに係る融資契約書（特約書も含む）の写し 

(宛名《申請者名》、金額《補助対象ローンの融資手数料を明確にすること》、契

約日、契約者名が記載されているもの) 

３ KPI 又は SPTs がわかる資料 

※融資契約書等で内容が確認できる場合はその写しで可 

４ KPI 又は SPTs 達成度評価の対象となる事業所がわかる資料 

※融資契約書等で内容が確認できる場合はその写しで可 

※申請者の住所が市外の場合で、かつ、対象事業所の半数以上が市内の事業所でな

い場合は、融資を受けた資金を市内の事業所の KPI 又は SPTs 達成のために使用する

ことがわかるものを添付すること。 

５ 【４がない場合】 

対象事業所一覧表（様式第 15 号） 

６ 補助金の振込先（金融機関名、支店名、種別、口座番号、口座名義）がわかる

もの 

※申請者名義であること 

７ 申請者の履歴事項全部証明書または現在事項全部証明書 

個人事業主の場合は、そのことがわかる書類 

※写しでも可 

８ その他、市長が特に必要と認める書類 

※提出を求めた場合のみ 

 

 

 

 

 

 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 
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⑤ 審査 ⑥ 結果通知（要綱第 19 条）  

補助金交付申請書を受領後、概ね 30 日以内に審査結果を「補助金交付決定通知書

（様式第９号）」又は「補助金不交付決定通知書（様式第 10 号）」にて通知します。 

 ※「補助金交付決定通知書」送付時に補助金請求に必要な「請求書（様式番号なし）」

を同封します。 

 

 

 

⑦ 補助金請求（要綱第 20 条）  

「補助金交付決定通知書（様式第９号）」に同封の「請求書（様式番号なし）」を、

指 定 日 （ 通 知 日 か ら 概 ね 30 日 後 ） ま で に 電 子 メ ー ル

（cnkeieisokushin@city.fukuoka.lg.jp）又は郵送（郵送の場合は必着）にて提出し

てください。メール申請時は件名を『【請求】CN 経営促進事業補助金』としてく

ださい。 

 

 

 

 

 

⑧ 補助金交付（要綱第 20 条） 

「請求書（様式番号なし）」を受領後、概ね２週間程度でご指定の口座に補助金を振

り込みます。 

 

【補助金受領後の留意事項】 

 補助金受領者は、法人の合併又は分割等により事業を行う者が変更される場合にお

いて、その変更により事業を承継する者が当該事業を継続して実施しようとするとき

は（要綱第 23 条に規定）、速やかに事業承継承認申請書（様式第 12－１号）を市に提

出し、承認を受けなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 

①補助金 

交付対象申請 

④補助金 

交付申請 

②審査 

③結果通知 

⑦補助金

請求 

⑤審査 

⑥結果通知 

⑧補助金

交付 
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９ 申請書類の留意事項 

【電子メール申請・郵送申請 共通事項】 

①エクセルの自動計算機能を利用する箇所については、直接入力しないでください。 

（端数処理の関係で実際の金額と異なる数値が表示される場合は、別枠に正しい数

値を入力してください。） 

②該当箇所のみコピーをするなどして、不要な資料は添付しないでください。 

③補助金交付対象申請においては、「補助金交付対象申請書（様式第１号）」を先頭

に要綱別表１に記載の添付する書類を番号順に並べてください。 

 また、補助金交付申請においては、「補助金交付申請書（様式第８号）」を先頭に

要綱別表２に記載の添付する書類を番号順に並べてください。 

 

【郵送申請のみ】 

④鉛筆や消すことができるペンは使用しないでください。 

⑤修正テープ（液）は使用しないでください。 

⑥様式のある申請書等は、両面印刷をしてください。 

⑦提出書類はホッチキス留めしないでください。 

⑧資料は A4 サイズの用紙で提出してください。 
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10 申請書類の記載例 

 

様式第１号 補助金交付対象申請書 
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様式第８号 補助金交付申請書 
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補助金請求書（様式番号なし） 
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11 補助金の取下げ・計画変更・計画中止・協力義務 

（第 14 条～第 16 条、第 25 条） 

取下げ（第 14 条） 

・補助金交付対象決定申請書を提出し、市が補助金交付対象決定をする前に申請を取

り下げようとするときは、すみやかに事務局までご連絡いただき、その後、「取下げ

届（様式第４号）」を提出してください。 

 

計画変更（第 15 条） 

・補助金交付対象決定後に、交付決定された内容を変更するときは、補助対象経費（融

資手数料）を金融機関へ支払う前に、「計画変更承認申請書（様式第５－１号）」、変

更の内容を反映した「補助金交付対象申請書（様式第１号）」及び要綱別表１に定め

る書類のうち、交付対象申請時から変更となるものを提出し、その承認を受けてく

ださい。 

ただし、補助金交付予定額の減額または補助金交付予定額の変更が生じない補助対

象経費の増減についてはこの限りではありません。 

（軽微な変更の場合は、補助金交付申請書（様式第８号）の７にその内容を記載し

てください。） 

 

＜計画変更承認申請書の提出が必要な場合＞ 

・補助金交付予定額が増額するとき 

・金融機関、補助対象ローン（融資商品）が変更となるとき 

・補助対象経費（融資手数料）が増額し、補助金交付予定額も増額するとき 

 （例：融資手数料が 30 万円から 40 万円へ変更し、補助金交付予定額が 15 万円か

ら 20 万円へ増額） 

 

＜軽微な変更となる場合＞ 

・補助対象経費（融資手数料）の金額が変更したが、補助金交付予定額は増額しない

とき 

（例：融資手数料が 70 万円から 80 万円へ変更となったが、補助金交付予定額は 30

万円（上限額）のまま） 

 

・申請を承認したときは、「計画変更承認通知書（様式第５－２号）」により、通知し

ます。また、不承認したときは、「計画変更不承認通知書（様式第５－３号）」によ

り、通知します。 

 

計画中止（第 16 条） 

・補助金交付対象決定後に、補助対象ローンの契約を中止しようとするときは、「計

画中止届（様式第６号）」を速やかに提出してください。 

 

協力義務（第 25 条） 

・金融機関に提出するレポート（報告書）及びその添付資料の提出を金融機関に資料

を求められる期間、年１回、市にも提出してください。 


